
山県市バスターミナル周辺における地域活性化に関する検討調査

【別添２】調査成果の報告のポンチ絵 【実施主体名：岐阜県山県市】

今後の課題

東海環状自動車道（仮称）高富ＩＣ完
成の平成31年度を目標

関係機関との早期協議開始

整備に必要な財源確保のため、国等の
交付金活用

地域交流施設運営について民間事業者
との連携

路線バス等公共交通体系の再構築

○（調査の背景・目的）
今後、少子高齢化に伴う交通弱者の増加対策や地域間交流衰退への対策等のため、地域住民

のみならず誰もが快適に利用できる公共交通体系の構築と利用増加を目指す必要がある。
このことからバスターミナル整備及び周辺整備により公共交通の利便性向上による地域間交

流及び安心安全なまちづくり行い、ネットワーク型コンパクトシティの新しい拠点作りを行な
うための検討調査を実施する。

基盤整備の見込み・方向性

関係機関との協議・調整を進め、平
成３１年度末までに、整備完了を目標
に準備を進める。

公共交通の充実とパーク&バスライドの
普及に不可欠な駐車場整備について関
係機関と協議を重ね、実現可能な方向
に進める。

調査成果

①マーケティング調査・住民ニーズ調査
・バスターミナルを中心に半径3ｋｍ圏内の主要施設をプロ
ットし施設として必要なものの検証をした。また市民アン
ケートにより市民が望んでいるもの、施策と必要なものを
検証した。

②PPP/PFI導入可能性、官民役割分担の検討
・複合施設の利用検討について、ニーズ調査等を参考に7項目
にまとめ、さらに以下の5項目の充実を検証した。
①公共交通の乗換サービス支援機能
②地域の防災拠点機能の充実
③特産物等を活かした販売と身近な小規模店舗の展開
④観光体験等の情報発信機能の整備
⑤生涯活躍できる高齢者による情報発信機能の充実

・施設賑わい創出を行なうための必要な施設の利用方法など
検証した。

・ＰＦＩ、指定管理者制度の場合のＶＦＭを算定
ＰＦＩ→2.1％ 指定管理者制度→10.0％

③配置計画
・施設機能と利用方法の検討を踏まえ、ゾーニング計画を作成
・計画地に隣接する国道256号線を利用したアクセスを基本
に動線計画を策定した。

④施設整備の概略計画
・パーク＆バスライドに必須となる駐車場の規模について他都
市バスターミナル事例を参考に算定した。
パーク＆バスライド利用駐車場台数 → 80台に設定

・ゾーニング計画、アクセス及び動線計画、駐車場規模の算定
を踏まえ、基本計画図、パース図を作成した。

（調査の手順）

マーケティング・住民ニーズ調査

複合施設の利用検討

整備計画案の検討

アクセス及び動線計画

管理運営形態の検討

駐車場規模、台数計画

基本計画図の作成

概略計画図

バスターミナル機能 複合施設機能

バスターミナル
ゾーンについて
分かりやすいバス
ターミナルとする
ため、計画対象地
のほぼ中央部に配
置し、回転場や歩
行者のアクセス性、
利便性を考慮した。

駐車場ゾーンについて
東海環状自動車道の高架下
は、駐車場としての有効利
用を図る。

広場ゾーンについて
地域交流ゾーンの北側
及び南側に配置し、建
築施設との一体的な利
用を図る。

駐車場ゾーンについて
地域交流ゾーンに隣接する駐車場
ゾーンは、国道256号線からのアク
セスについても考慮した。

地域交流ゾーンについて
バス乗降、駐車場、駐輪場、広場
の各ゾーンの中心に配置し、バス
ターミナルの顔となる施設とする。

駐輪場ゾーンについて
地域交流ゾーン近くにコンパ
クトな配置とし、国道256号線
からのアクセスについても考
慮した。



 1

 
山県市バスターミナル周辺における地域活性化に関

する調査 

調査 

主体 
岐阜県山県市 

対象 

地域 
岐阜県山県市 

対象となる 

基盤整備分野 
バスターミナル整備 

掲載 

 

１．調査の背景と目的 

市内に鉄道路線を持たない本市にとって、路線バスによる公共交通サービスは市民の移動

手段として重要なものと考えられるが、人口減少やマイカーの普及などにより現地点の利用

者減少に伴い、地域公共交通サービス水準の低下が懸念されている。 

さらに、山県市の南部に東海環状自動車道のインターチェンジの建設が予定されており、

市民の移動手段は自由度の高い自家用車を多様する傾向にある。 

その中で今後、少子高齢化に伴う交通弱者の増加対策や地域間交流衰退への対策等のため、

地域住民のみならず誰もが快適に利用できる公共交通体系の構築と利用増加目指す必要があ

る。 

このことからバスターミナル整備及び周辺整備により公共交通の利便性向上による地域間

交流及び安心安全なまちづくり行い、ネットワーク型コンパクトシティの新しい拠点作りを

行なうための検討調査を実施する。 

 

【調査場所】 

 

 

 

 

 

調査成果報告書 【様式５】 
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２．調査内容 

（1）調査の概要と手順 

①バスターミナル利用者調査 

  住民ニーズ調査を実施。 

②ＰＰＰ/ＰＦＩ導入可能性、官民役割分担の検討 

 複合施設の利用検討、施設機能と利用方法の検討、官民連携による管理運営方法の検討、

ＶＦＭの算定 

③配置計画 

 ゾーニング計画、アクセス及び動線計画の検討。 

④施設整備の概略計画 

 駐車場規模の算定、バスターミナルの基本計画図の策定。 

 

（2）調査結果 

①バスターミナル利用者調査 

  住民ニーズ調査 

 

 

＜住民ニーズ分析＞ 

・福祉対策として福祉施設の整備充実、少子化対策として子育て支援の充実、産業振興のため

に企業誘致の推進に力を入れてほしいと考えている住民の割合が、本アンケート内で約半数 

となっている。 

・その他、今後特に力を入れてほしい施策として、公共交通の確保、東海環状自動車道を活か

した物流産業の誘致等が挙げられた。 

 

１．アンケート概要 

 (1) 調査対象 

市内に居住する 18 歳以上の一般市民 2,100 名 

(2) 回収状況 

配布数有効回答数有効回収率 528 通、25.1％ 

 

２．調査結果からのニーズ 

・ 福祉対策のために、どのような施策に力を入れるべきか 

⇒福祉助成の充実（46.8％）、福祉施設の整備充実（45.1％） 

・ 少子化対策のために、どのような施策に力を入れるべきか 

⇒子育て支援の充実（63.3％）、医療・福祉助成の充実（50.2％） 

・ 産業振興のために、どのような施策に力を入れるべきか 

⇒企業誘致の推進（50.0％）、特産物等を活かした観光資源の開発（42.8％） 

・ 今後特にどのような施策に力を入れるべきか 

⇒高齢者福祉の充実（42.2％）、公共交通の確保など生活支援策（36.4％）、 

企業誘致の推進（35.4％）、東海環状自動車道を活かした物流産業の誘致（35.0％） 
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②ＰＰＰ/ＰＦＩ導入可能性、官民役割分担の検討 

②－1 複合施設の利用検討 

住民ニーズを踏まえて、山県市の複合施設としての役割及び機能を７項目にまとめ、計画

地で考えられる主要施設としての適正について、比較検討し抽出する 

 

＜複合施設の役割及び機能のまとめ＞ 

複合施設の適正の比較検討より、適正評価の高い役割及び機能をとりまとめて整理する。 

 

①公共交通の乗換サービス支援機能 

③地域の防災拠点機能の充実 

④特産物等を活かした販売と身近な小規模店舗の展開 

⑤観光体験等の情報発信機能の整備 

⑦生涯活躍できる高齢者による情報発信機能の充実 

 

 上記項目の充実を検討していく。 

ただし、② 東海環状自動車道を活かした高速バス利用促進においては、乗換サービス

支援機能と併設して整備していくことは可能である。高速バス運営企業等との連携により、
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案内、販売等の機能を充実し、運営維持管理の面も含めた運営連携が可能な場合は、検討

していく必要がある。 

⑥ 一時預かり子育て支援機能の充実は、計画地周辺に子育て支援施設が充実している

が「子育て支援日本一」を目指す当市としては、市全体での子育てサポートも必要がある

ことから、関係機関と調整しながら更なる利便性向上のために複合施設が活用できるよう

な検討をしていくこととする。 

 

②-2 施設機能と利用方法の検討 

複合施設において、交流人口の増加、地域活性化のにぎわい創出を行うために、具体的

な必要施設と利用方法等について設定する。  

公共交通の乗換サービス支援機能 

 

＜参考事例＞ 

待合所・情報掲示板 【例：市原鶴舞バスターミナル（千葉県市原市）】 

市原市内産の木材を使用した木の香りと温かみであふれた施設の事例である。  

  
 
バスの運行情報、次発、次々発の出発予定時間を確認できる。運転の見合わせ等の情

報がリアルタイムで表示される。  

 

① 情報発信機能 公共交通利用者への旅情報、利用交通情報提供 

② 窓口案内機能 乗車券、回数券、企画きっぷなどの取り扱いへの対応。自販機な

ど。 

③ 休憩機能 乗換時の待ち時間に対応した利用者の利便性を高める待合室、

コインロッカー、授乳室、ATM（自動現金預け払い機）、無料 WI-FI

サービスなど 
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特産物等を活かした販売と身近な小規模店舗の展開 

① 特産物販売機能 山県市の地域の特性を活かした豊かな特産物「利平栗」「伊自良

大実柿」「桑の木豆」「にんにく（元気玉）」等を広く利用者へ

販売 

② 情報発信機能 特産物や農産物を活かした飲食店舗の情報や収穫、料理などの

体験学習に関する情報を伝達する 

③ マーケット（市場）機能 他の特産物販売所との差別化を図り、一般生産者等が提供できる

地域ならではの農産物の販売、定期的な集客、立ち寄り観光客の

確保を図る。広場を活用した施設利活用 

④ 小規模店舗機能 計画地周辺にはコンビニエンスストア（4 軒）が整っているが、乗換

拠点に隣接した利便性の高い小売機能を充実 

 
＜参考事例＞ 

農家レストラン（地元食材の飲食施設）【例：てんこもり農産物直売所(岐阜県山県市)】 

地元農産物を使用した農家料理を提供する農家レストランを設けている。食に対する

安全・安心、オーガニック食材への関心の高まりなどを踏まえ、地域住民や観光客に地

場産食材の良さを解りやすく伝え、地産地消を啓蒙する施設にするとともに、産地直売

所との連携により、効率的な施設運営が目指されている。 

  

農産物直売所・特産物販売施設【例：てんこもり農産物直売所(岐阜県山県市)】 

近年の農産物直売所の整備では、地域の特産品や新鮮な食材を提供し、地域の農作物

の良さを都市住民や観光客に理解してもらうとともに、地域住民の日常的な買い物の場

として利用されるような施設づくりを目指し、地域産業活性化と安定した収益の確保に

努められている。  
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高齢者を活用した観光体験などの情報発信機能の充実 

① 情報発信案内機能 様々な魅力を体感・体験できる企画イベントや各地域の旬な情報

案内の充実を図り、市内全域の情報を集約し窓口として利用者へ

案内を図る 

② 情報連携機能 地域コンシェルジュとして、地域の課題解決を推進する移住・定住

サポートやまちづくりへの参加など、幅広く人と人を結ぶ 

③ 地域観光案内機能 子どもや若者など多世代との協働や地域貢献できる環境を実現す

るため、地域を知る高齢 者がまちを案内するコーディネーターとな

り、地域観光案内を実施する 
 

 
＜参考事例＞ 

地域情報発信センター【例：国府道の駅(徳島県徳島市)】 

地域に向けた情報受発信機能を整備し、地域と他都市との交流の場を提供する。周辺

施設や地域のイベントの情報紹介（パンフレット）、お土産コンシュルジュや自由に書き

込みができる掲示板等の利用者のニーズに合わせた観光案内の施設が整備されている。  

  

ビジターセンター【例：田園プラザ川場（群馬県川場村）】 

地域観光のゲートウェイとして観光協会スタッフがビジターセンターに常駐し、宿泊、

体験施設など、地域全体の観光案内を実施している。  

 
 

 ②－3 官民連携による管理運営方法の検討、ＶＦＭの算定 

ＰＦＩにおけるＶＦＭ 

本事業について、定量的に評価するにあたり、市が直接実施する場合（ＰＳＣ：Public 

Sector Comparator）とＰＦＩ事業により実施する場合を比較し、各方式における市の財

政負担額について、下表の前提条件において評価を行った。なお、この前提条件は、市の

過年度実績値を参考に設定したものである。 
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＜PFI による VFM 算定前提条件＞ 

 ＰＳＣ ＰＦＩ 

共通条件 ①整備規模   660 ㎡（2 階建て） 

②事業期間   16 年間 

 （整備期間 1 年間、維持管理・運営期間 15 年間） 

③起債償還期間 15 年間 

④起債金利   0.1% 

⑤起債償還方法 元利均等  

⑥割引率    0.8%  

(国債 10 年利回りの直近 1 年分の平均を参考に設定した) 

算定対象となる

経費 

①整備費 

②維持管理・運営費 

 

①整備費 

②維持管理・運営費 

③ＳＰＣ※１組成維持費 

④採用手法における調査費用 

⑤民間事業者のＥＩＲＲ※2 

設計・建設に関

する費用 

・本事業の整備内容を市の仕様及び

過去の事例を基に算定 

・市が従来の公共工事として発注す

る場合とＰＦＩ事業として実施し

た場合を比較した際に、設計・建

設の包括発注によるスケールメリ

ットからコストの効率化が図られ

ることを想定し設定 

維持管理に関す

る費用 

・本事業で整備対象となる施設の仕

様及び過去の他自治体の事例を基

に算定。 

・市が従来の公共工事として発注す

る場合とＰＦＩ事業として実施し

た場合を比較した際に、ＳＰＣ※１

が適切な維持管理を行うことで、

従来よりも維持管理費の削減が見

込まれることを想定し設定 

運営に関する費

用 

・本事業で整備対象となる施設の仕

様及び現在市で運営している同様

の機能を有する施設の過去の他自

治体の運営実績を基に算定 

・市が従来の公共工事として発注す

る場合とＰＦＩ事業として実施し

た場合を比較した際に、ＳＰＣが

適切な運営を行うことで、従来よ

りも運営費の削減が見込まれるこ

とを想定し設定 

その他の経費  ・ＳＰＣ組成維持費については、過

去のＳＰＣの業務実績を基に設定 

・内閣府のＶＦＭ算定ツールをもとに、ＶＦＭを算定する。 

・整備費に対する補助金・交付金の割合は０と設定する。 
・整備費に対する起債の割合は９割とし、一般財源は１割と設定する。 

※1 ＳＰＣ（Ｓpecial Ｐurpose Ｃompany）：特別目的会社。コンソーシアムに参加する企業から独立

したＳＰＣが、ＰＦＩ事業を実施する。 

※2 ＥＩＲＲ（Equity Internal Rate of Return）：出資者にとっての投資採算性を計る指標。資本金

と元利返済後の当期損益の現在価値の合計が等しくなるような割引率と定義する。 
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算定評価の結果（定量的評価） 

前述の前提条件をもとに、市が直接事業を実施する場合（ＰＳＣ）とＰＦＩ事業により実

施する場合の市の財政負担額を事業期間中にわたり年度別に算出し、現在価値換算額で比較

した。ただし、本事業で得られると想定されるリスク移転による効果は加味していない。 

この結果、本事業を市が実施するよりも、ＰＦＩ事業により実施する場合は、事業契約期

間中の市の財政負担が 2.1％程度削減されるものと見込まれる。 

＜PFI 事業算定評価指数＞ 

 ＰＳＣ ＰＦＩ ＶＦＭ（％） 

評価指数 100 97.9 2.1％ 

 

定性的評価 

市が直接整備する分離発注及び仕様発注に比べて、ＳＰＣが設計、建設、維持管理及び運

営を一括して行うことで、民間の技術力及び企画力が発揮された施設整備や空間形成が図ら

れ、質の高い維持管理運営が期待できる。 

また、本事業は、性能発注の特性を最大に生かした定性評価による公共サービスの有効性

及び効率性において、公共サービスの向上も期待される。 

 

総合的評価 

本事業は、ＰＦＩ事業により実施することで、民間事業者のノウハウや創意工夫を得るこ

とになり、この結果、定量的な市の財政負担の効率化と定性的な公共事業への効果が期待さ

れる。 

 

指定管理者制度におけるＶＦＭ 

本事業について、定量的に評価するにあたり、市が直接実施する場合（ＰＳＣ：Public 

Sector Comparator）と指定管理者制度により実施する場合を比較し、各方式における市の財

政負担額について、下記の前提条件において評価を行った。 

指定管理者制度についてＶＦＭの算定をする場合、算定対象となる経費が「維持管理・運

営費」のみである。３年間から１０年間程度では現在価値への割引率は０％と想定できるた

め、割引率は考慮しない。 

指定管理者制度では、ＳＰＣの組成費や調査費用など一切必要としないため、いかに民間

事業者がサービスの質を維持もしくは向上させ、経費削減を図るかがポイントとなる。仕様

発注ではなく、性能発注を採用し、民間事業者の創意工夫を引き出せる内容とすればするほ

ど、ＶＦＭは高く出る。そのことを考慮したうえで、後述するＶＦＭの値を確認する。 

 

＜指定管理者制度による VFM 算定前提条件＞ 

 ＰＳＣ 指定管理者制度 

共通条件 ①事業期間  ３年間、５年間、１０年間 

②割引率   ０%  

(事業期間を短期間で設定しているため、割引率は０％と設定) 

算定対象となる経

費 

①維持管理・運営費 ①維持管理・運営費 
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 ＰＳＣ 指定管理者制度 

設計・建設に関する

費用 

・市が整備するため条件設定なし ・市が整備するため条件設定なし 

維持管理に関する

費用 

・本事業で整備対象となる施設の仕

様及び過去の他自治体の事例を基

に算定 

・市が従来の公共工事として発注

する場合とＰＦＩ事業として実

施した場合を比較した際に、指

定事業者が適切な維持管理を行

うことで、従来よりも維持管理

費の削減が見込まれることを想

定し設定 

運営に関する費用 ・本事業で整備対象となる施設の仕

様及び現在市で運営している同様

の機能を有する施設の過去の他自

治体の運営実績を基に算定 

・市が従来の公共工事として発注

する場合とＰＦＩ事業として実

施した場合を比較した際に、指

定事業者が適切な運営を行うこ

とで、従来よりも運営費の削減

が見込まれることを想定し設定 

その他の経費 ・特になし ・特になし 

 

算定評価の結果 

前述の前提条件をもとに、市が直接事業を実施する場合と指定管理者制度により実施する

場合の市の財政負担額を事業期間中にわたり年度別に算出した。 

この結果、本事業を市が実施するよりも、ＰＦＩ事業により実施する場合は、事業契約期

間中の市の財政負担が１０．０％程度削減されるものと見込まれる。しかし、これは従来方

式よりも「維持管理・運営費」を１０．０％削減するものと設定しているため、ＶＦＭは１

０．０％と出ている。前述のとおり、指定管理者制度の場合、事業期間が短いため、算定対

象となる項目が「維持管理・運営費」のみであるため、下記のような結果となる。 

 

＜指定管理者制度 算定評価指数＞ 

事業期間 ３年間 ５年間 １０年間 

ＶＦＭ（％） １０％ １０％ １０％ 

 

 

地域交流施設整備における VFM 評価及びとりまとめ 

ＰＦＩ導入可能性調査において、定量的な評価はＰＦＩ方式ではＶＦＭ２．１％、指定管

理者制度は１０．０%の結果が出ている。ＰＦＩ方式におけるＶＦＭ数値は決して高くないた

め、民間事業者としてのメリットが低い結果となっている。 

一方、定性的な評価はＰＦＩ方式では、新設施設において民間事業者のノウハウや創意工

夫を得ることが大きく話題性を確保しやすい。また、指定管理者制度では安定したサービス

を長期にわたって提供できる。 

総合的に評価をすると、本事業の特性として公共交通バスターミナルに関わる公的サービ

スが主体であり、集客性、施設規模も大きくはなく、ＶＦＭも低いため、ＰＦＩ方式による
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民間事業者の採算性によるメリットが少ないことが想定される。こうした状況の中、本事業

の運営管理は、継続的に良好な、安定したサービスを提供し、管理コストを低減することが

重要であるため、指定管理者制度による運営が望ましいと考える。 

 

③配置計画 

 ③－１ ゾーニング計画 

施設機能と利用方法の検討をふまえ、計画対象地において導入する主な施設（建築施設、

回転場、進入路、駐車場、広場等）のゾーニング計画図を以下に示す。

 

＜ゾーニング計画図＞ 

 

 

③－2 施設利用者のアクセス及び動線 

・ 計画地へのアクセスは、国道 256 号を利用したアクセスを基本として計画する。 

・ バスターミナル利用者は、交通安全性や交通渋滞を考慮し、岐阜市方面からは国道

256 号線の新設交差点（予定）を左折、美山地区方面からは同じく新設交差点（予

定）を右折し、新設側道を利用した計画地へのアクセスとして計画する。 

・ 東海環状自動車道の高架下は駐車場として有効利用を図ることから、新設側道から

のアクセスを計画する。 

・ 目的が複合施設のみの利用者にも配慮し、国道 256 号線から直接アクセスできる動

線を計画する。 
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＜アクセス及び動線図＞ 
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④施設整備の概略計画 

 ④－1 駐車場規模の算定 

他都市バスターミナル等の駐車場台数（山県市バスターミナルの類似事例）を参考にバス

乗換利用者用の必要駐車台数を整理する。施設規模、機能及び立地条件等について、他都市

バスターミナル等の類似事例は以下のものが挙げられる。 

名称 市原鶴舞バスター

ミナル 

道の駅びんご府中 袖ケ浦バスターミ

ナル 

道の駅クロスロー

ドみつぎ 

所在地 千葉県市原市  広島県府中市  千葉県袖ケ浦市  広島県尾道市  
駐車場 一般：26 台  

高齢者：1 台  
身障者：1 台 

駐車場：41 台 一般：68 台  
身障者：2 台 

合計：76 台 

合計：28 台  合計：70 台 

施設 

規模 

バスターミナル部

分：3,200 ㎡  
駐車場：2,400 ㎡ 

敷 地 面 積 ： 5,415
㎡ 

－ － 

施設 

機能等 

・バスターミナル  
・待合所  
・多目的広場 

・バスターミナル  
・地域振興施設 

・バスターミナル  
・待合所 

・バスターミナル  
・休憩所  
・物産売店  
・レストラン  
・子ども図書館 

バ ス の

運行 

高速バス：4 路線  
路線バス：4 系統  

高速バス  
市街地循環型バス  

高速バス  
市内路線バス  

高速バス  
市バス  
無料シャトルバス  

立 地 条

件等 

・市原鶴舞 IC 出入

口から約 300m
の距離に立地。  

・国道 486 号側に

駐車場・ロータ

リーを整備。  

・袖ケ浦 IC 近くの

国道 16 号沿い

に立地。  

・尾道北 IC 近くの

国道 486 号線沿

いに立地。  
概要 ・首都圏中央連絡

自動車道（圏央

道）市原鶴舞Ｉ

Ｃの開通に合わ

せて供用開始。  
・高速バスは首都

圏の主要地へ運

行。  

・ロータリーは、

市街地を循環す

る「ぐるっとバ

ス」や広島市や

都市部を結ぶ高

速バスが発着。 

・平成 9 年のアク

アライン開通に

伴い、高速バス

が運行。  
・ 高 速 バ ス は 川

崎・横浜・羽田・

品川・新宿・東

京方面へ運行。  

・広島バスセンタ

ーや尾道駅・福

山駅方面へバス

が運行。 

・バス利用者専用

の 駐 車 場 を 完

備。 

＜類似事例におけるパークアンドライド利用駐車場考察のまとめ＞ 

類似事例を踏まえ、バスターミナル施設利用のみの駐車場台数の下限値については

30 台程度、バス利用客数が多い場合及び集客施設によりバス利用者以外の利用が多く

見込まれる場合については 80 台程度が標準台数として考えられる。 

山県市バスターミナルにおけるパークアンドライド利用駐車場の必要台数は、利用

客数が多い場合でも駐車できる台数を確保し、80 台と設定する。 

 

 ④-2 バスターミナル基本計画図の策定  

 施設機能配置図計画（ゾーニング計画）を基本に、アクセス、動線計画等についての検討

を踏まえた基本計画図（配置平面図）を以下に示す。 
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＜バスターミナル基本計画図＞ 

 

３．基盤整備の見込み・方向性 

 山県市バスターミナル整備の方向性については、地権者、地元住民と協議を重ね、平成 31

年度末の整備完了を目標に進めていく。特にバスターミナル整備の核となるバーク＆バスライ

ドの普及に必要不可欠な駐車場整備についても関係機関と協議を重ね、実現可能な方向に進め

る。 

 

４．今後の課題 

 東海環状自動車道（仮称）高富ＩＣ完成の平成 31 年度に合わせ、バスターミナル整備を実施

するには早急に各関係機関との協議を進めていく必要がある。また、整備に必要な財源のため

国等の交付金活用やバスターミナルに併設する地域交流施設運営について民間事業者との連携

など円滑に事業が進むよう協議調整を行なっていく。 

 さらに公共交通体系の構築を行うため，市内における路線バス等の公共交通再編の方針を検

討する必要がある。  


